
（単位：百万円）

科 目 金 額

経    常    収    益 775,016
491,480
491,362

118
273,141
172,157

預 貯 金 利 息 3
有 価 証 券 利 息 ･ 配 当 金 143,193
貸 付 金 利 息 8,896
不 動 産 賃 貸 料 19,833
そ の 他 利 息 配 当 金 229

1,185
803

66,405
2,508
2,525
117
321

27,117
10,393
2,372
3,743
4,277

経    常    費    用 725,658
465,840
105,387
151,933
123,479
59,480
25,366

191
57,043
1,811

55,218
13

86,716
4,245

56,613
1,089
137

7,349
5,163

12,117
92,264
23,794
3,876
7,966

10,174
53

1,722
経    常    利    益 49,357
特    別    利    益 33

33
特    別    損    失 8,708

201
657

3,378
4,471

40,682
13,340

△ 12,441
898

39,783

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

固 定 資 産 等 処 分 損
減 損 損 失

減 価 償 却 費

そ の 他 の 経 常 費 用

固 定 資 産 等 処 分 益

事 業 費
そ の 他 経 常 費 用

保 険 金 据 置 支 払 金
税 金

支 払 利 息
有 価 証 券 売 却 損
有 価 証 券 評 価 損

そ の 他 運 用 費 用
賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費
金 融 派 生 商 品 費 用
有 価 証 券 償 還 損

再 保 険 料
責 任 準 備 金 等 繰 入 額

支 払 備 金 繰 入 額
責 任 準 備 金 繰 入 額
社 員 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

資 産 運 用 費 用

保 険 金 等 支 払 金
保 険 金
年 金
給 付 金
解 約 返 戻 金
そ の 他 返 戻 金

年 金 特 約 取 扱 受 入 金
保 険 金 据 置 受 入 金
そ の 他 の 経 常 収 益

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 益
有 価 証 券 売 却 益
有 価 証 券 償 還 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

特 別 勘 定 資 産 運 用 益
そ の 他 経 常 収 益

為 替 差 益

そ の 他 運 用 収 益

保 険 料 等 収 入
保 険 料
再 保 険 収 入

資 産 運 用 収 益
利 息 及 び 配 当 金 等 収 入

金 銭 の 信 託 運 用 益

当 期 純 剰 余
法 人 税 等 合 計

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額
100 周 年 記 念 賞 与 等

税 引 前 当 期 純 剰 余
法 人 税 及 び 住 民 税
法 人 税 等 調 整 額

2023 年 4 月 1 日から
2024 年 3 月 31 日まで( )2023年度 損益計算書
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(損益計算書の注記) 
 
1. 子会社等との取引による収益の総額は 2,096 百万円、費用の総額は 10,727百万円であります。 
 
2. 有価証券売却益の内訳は、国債等債券 4,527 百万円、株式等 46,314 百万円、外国証券 15,564 百万円

であります。 
 
3. 有価証券売却損の内訳は、国債等債券 30,091 百万円、株式等 803 百万円、外国証券 25,719 百万円で

あります。 
 
4. 有価証券評価損の内訳は、国債等債券 262 百万円、株式等 513 百万円、外国証券 312 百万円でありま

す。 
 
5. 支払備金繰入額の計算上、差し引かれた出再支払備金繰入額の金額は 0 百万円、責任準備金繰入額の

計算上、足し上げられた出再責任準備金戻入額の金額は 2 百万円であります。 
 
6. 売買目的有価証券運用益の内訳は、利息及び配当金等収入 152 百万円、売却益 1,025 百万円、償還損

1,510 百万円、評価益 1,135 百万円であります。 
 
7. 金銭の信託運用益には、評価益が 0 百万円含まれております。 
 
8. 金融派生商品費用には、評価損が 346 百万円含まれております。 
 
9. 当年度における減損損失に関する事項は、次のとおりであります。 
（１）資産のグルーピング方法 

保険事業の用に供している不動産等については、保険事業全体で一つの資産グループとしており
ます。それ以外の賃貸不動産等及び遊休不動産等については、それぞれの物件ごとに一つの資産
グループとしております。 
 

（２）減損損失の認識に至った経緯 
賃料収入の減少や地価の下落により収益性が著しく低下した一部の賃貸不動産等及び遊休不動
産等について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計
上しております。 
 

（３）減損損失を認識した資産グループと減損損失計上額の固定資産の種類ごとの内訳 
①賃貸不動産等 
土地                                                                                                                    56 百万円 
建物等                                                         8 百万円 
合計                              64 百万円 

②遊休不動産等 
土地               107 百万円 
建物等               485 百万円 
合計               593 百万円 

③合計（①＋②） 
土地                163 百万円 
建物等                     494 百万円 
合計                657 百万円 
 

（４）回収可能価額の算定方法 
回収可能価額は正味売却価額を適用しております。なお、正味売却価額については、鑑定評価額、
又は公示価格ないし路線価に基づく評価額を使用しております。 
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